
25年度要求

予
当初予算 77 73 69 62 53

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

軍縮・不拡散体制の維持・強化は，我が国及び国際社会の平和と安全の確保のためには必要不可欠。
具体的には，我が国は，核兵器については，核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）体制の強化，国連総会での核軍縮決議の提出・採択，包括的核実験禁
止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効に向けた働きかけ，国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の保障措置の強化等を進めている。
生物・化学兵器については，生物兵器禁止条約（ＢＷＣ）及び化学兵器禁止条約（ＣＷＣ）の普遍化等に貢献している。通常兵器については，武
器の取引や使用等を規制する国際的な枠組みの普遍化・強化への貢献・実施の他，対人地雷・クラスター弾等の不発弾・小型武器等に関する
被害国への支援を実施している。また，大量破壊兵器（ＷＭＤ）等の不拡散については，関連国連安保理決議を着実に履行すると共に，国際
輸出管理レジームの強化に向けた取組，拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）への貢献，セミナー等の開催によるアジア地域を中心とした働きか
け等を実施している。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
別紙参照

関係する計画、
通知等

別紙参照

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

大量破壊兵器，ミサイル及び通常兵器に関する軍縮・不拡散の各種取組を通じて，我が国及び国際社会全体の平和と安全を確保すること。
１．国連総会・ＮＰＴ運用検討会議，各種2国間会議等の枠組みを通じた，軍縮・不拡散分野で国際社会を主導する外交活動の展開。
２．軍備管理・軍縮・不拡散に係る国際的な枠組みの維持・強化及び国内実施強化への貢献。

事業開始・
終了(予定）年度 別紙参照 担当課室

軍備管理軍縮課
不拡散・科学原子力課

課長　吉田　謙介
課長　實生　泰介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１　国際の平和と安定に対する取組

事業番号 209
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 軍備管理・軍縮・不拡散への取組 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者

23年度
目標値

（　２４年度）
１．調査研究の成果物によって，大学や研究機関の
研究者や一般の方が核軍縮について一層知見を深
めることが出来た。また，軍縮講座実施によって，研
究者や実務者，ジャーナリストや学生の知見を深める
ことが出来た。
２．将来，各国の軍縮外交を担う若手外交官に，核兵
器使用の悲惨な実相を伝え，我が国の軍縮外交に対
する理解を深めてもらうことで，軍縮分野において我
が国と考えを共有する有志国の拡大に資する。実
際，２０１１年に我が国が提出した核軍縮決議案は米
国を含む過去最多の９９ヶ国が共同提案国に加わり，
圧倒的支持を得て採択された。（我が国核軍縮決議
への支持国数（右記のとおり））
３．軍縮・不拡散教育における市民社会とのパート
ナーシップの強化及び国際的な啓蒙。本件事業のよ
うな取組を通じ，我が国の軍縮教育分野でのリー
ダーシップは，国際的に確立しつつある。
４．化学兵器禁止機関による中国における査察等へ
の同行を通じ，査察が円滑に実施され，我が国が条
約に基づきＯＣＷ及びＡＣＷを適切に廃棄しているこ
とを条約実施機関たるＯＰＣＷに確認させること。平
成２３年度はＡＣＷに関し７回延べ９カ所，ＯＣＷに関
し，１回１カ所への査察が実施された。いずれの査察
についても問題は指摘されず，我が国としてＣＷＣに
基づく義務を誠実に履行していることが客観的に確認
されると共に，我が国のＯＣＷ及びＣＷＣは遺棄事業
の適切性及び信頼性の維持向上が図られた。

成果実
績

（主な実
績）

支持国
数他

２． 171カ国
４．査察回数：
３回４ヵ所
５． 49本
８．15（議題
数）
９． 95カ国（Ｐ
ＳＩ支持国数）
１０．－
１１．17 (18)
１２．40カ国
/43

２． 173カ国
４．査察回数：
７回９ヵ所
５． 53本
８． 16
９． 98カ国
１０． 報告書８
本
１１． 17 (18)
１２． 39カ国
/41

２． 169カ国
４．査察回数：
８回１０ヵ所
５． 47本
８． 16
９． 98カ国
１０． 報告書８
～１０本
１１． 17(18)
１２． 36カ国
/41

９． 100カ国
１０．報告書８
～１０本
１２．４１か国/
４１

成果指標 単位 21年度 22年度

執行率（％） 71.0 63.9 54.6

執行額 55 46 37

計 77 73 69 62 53

－ － －

繰越し等 － － － －

予
算
の
状
況

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）



活動指標 単位 23年度 24年度活動見込

１．国連軍縮フェローシップ参加者本邦招待事業
は，主に開発途上国を中心とした若手外交官約
２５名を広島，長崎及び東京近辺に一週間招へ

21年度 22年度

４． 100
５． 90.4
８． 80
９． 50
(98/195)
１０． １００
１１．94
１２． 87.8

％

５．数多くの軍縮関連の決議を採択し，国際的な軍縮
機運を高める。第６６回国連総会第一委員では，５２
本の決議・決定が採択され，そのうち，３１本が無投
票で採択された。投票に付された２１本の決議のう
ち，我が国は１６本に賛成票を投じた。
６．唯一の戦争被爆国である我が国の原点である広
島及び長崎の平和祈念式典に出席し，「核兵器のな
い世界」の実現に向けた具体的取組を表明すること
で，被爆者をはじめとする我が国の核軍縮・不拡散外
交に対する市民社会からの支持と理解の拡大に繋
がっている。軍縮不拡散に関する冊子（いわゆる軍縮
不拡散白書）の発行によって，大学・研究機関の研究
者や一般の方が核軍縮について一層知見を深めるこ
とに貢献。
軍備管理・軍縮・不拡散分野における，我が国の認
識・政策を対外的にアピールし，また，同分野に関す
る我が国の政策・主張に関し，外国政府関係者・有識
者等の対日理解を深めるため英語版も発行。
７．一般市民に対して開かれた形で軍縮・不拡散に関
する国際水準の議論を行う国連軍縮会議に，我が国
政府関係者が出席し，議論に参加することで，我が国
の軍縮・不拡散外交に対する市民社会の理解の深化
に貢献。
８．ＷＡ総会では，通常兵器及び関連汎用品・技術の
不拡散について約２０の議題が議論されるところ，可
能な限り多くの議題においてコンセンサスを達成す
る。又は，議論を前進させる。
９．国際的な大量破壊兵器の拡散防止体制の強化。
１０．原子力分野の技術的・専門的知見に基づく情報
分析の一部を成す報告書の作成は，年８～１０本（分
量及び内容による）を目処とする。
１１．ＮＩＳＳシステムを通じて入手される情報を活用
し，ＮＳＧ会合において各種議題の合意又は進展（年
平均約１５件）及びＮＧＳガイドライン規制リストの改定
作業の合意又は進展（年平均３件）を達成する。
１２．アジア不拡散協議（ＡＳＴＯＰ）及びアジア輸出管
理セミナーに対する，アジア諸国及び不拡散分野に
おいて知見を有する先進諸国の本国政策担当者によ
る積極的な参加を得る。

達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

％

４．　100
５． 90.7
８． 75
９．49
(95/195)
１０．－
１１．９４
１２．93

４． 100
５． 91.4
８． 80
９． 50
(98/195)
１０． １００
１１．９４
１２． 95.1

４． 7(7)
７．出張を５回
実施
８．出張を２回
実施
９．週一日勤
務
報告書８～１０
本

１０． ２００回/
年
（NISS使用頻
度）
１１．平成２３
年１２月に第８
回ＡＳＴＯＰを、
平成２４年２月
に第１９回アジ
ア輸出管理セ
ミナーをそれぞ
れ開催

４． ( 10)
８．　　－
７．－
９．週一日勤
務
報告書８～１
０本
１０．　－
－
１１．平成２４
年度中に第９
回ＡＳＴＯＰ
を、平成２５年
２月に第２０回
アジア輸出管
理セミナーを
それぞれ開催
見込み。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

２５名を広島，長崎及び東京近辺に一週間招へ
いし，被爆者証言や原爆資料館の見学等のプロ
グラムを実施し核兵器使用の惨禍の実相を伝え
ている。
２．平成２２，２３年度は「軍縮不拡散教育グロー
バルフォーラム」が東日本大震災の影響等によ
り延期となったが，平成２４年度は改めて実施す
る予定。
３．全ての査察に本邦から同行者を派遣し，査察
団への同行，各種説明，現場で査察団が作成す
る報告書の精査，協議，署名等を実施する。
４．第６６回国連総会第一委員会に軍縮代大使
他４名が約一ヶ月間出張・出席し，計５２本の決
議，決定が採択された。我が国の核軍縮決議
は，過去最多の９９ヶ国の共同提案国を得て採
択された。
５．「日本の軍縮・不拡散外交」１０００部を関係
者等に作成・配布。
６．本邦開催の国連軍縮会議に協力・参加した。
７．ワッセナー・アレンジメント総会，一般作業部
会，専門家会合等に参加する。
８．ＰＳＩ関連総会や訓練への参加，ＰＳＩ関連会
合や訓練の主催，アジア諸国へのアウトリーチ
活動。平成２２年度は我が国としてはじめてＯＥ
Ｇ会合を主催。また，平成２４年度にははじめて
航空阻止訓練を主催予定。
９．一週間に一日，軍不原にて執務する。その
間，核問題等についての情報分析（分析報告書
の作成，技術的助言等）を行う。助言等に関する
定量的評価は困難であるが，分析報告書の本
数を部分的指標とする。
１０．ＮＩＳＳシステムを利用し，各種会合の対象
方針の作成や情報収集及び分析に努める。
１１．アジア不拡散協議（ＡＳＴＯＰ）及びアジア輸
出管理セミナーを年１回主催する。

活動実績

（当初見込
み）

出張回
数他

４． 4
７．出張を６回
実施
８．出張を５回
実施
９．　　－
１０．２００回/
年
（NISS使用頻
度３回（会議））
１１．平成２１
年１２月に第６
回ＡＳＴＯＰを、
平成２２年１月
に第１７回アジ
ア輸出管理セ
ミナーをそれ
ぞれ開催。

４． 6 (6)
７．出張を８回
実施
８．平成２２年
１１月にＯＥＧ
を主催
出張を５回実
施
９．週一日勤
務
報告書８～１０
本
１０．２００回/
年
（NISS使用頻
度３回（会議））
１１．平成２３
年１月に第７
回ＡＳＴＯＰを、
同年２月に第
１８回アジア輸
出管理セミ
ナーをそれぞ
れ開催。



平
成
2
4
・

　
　

（
単 ワッセナー・アレンジメ

地域不拡散強化協力
経費 7 7

軍備管理・軍縮問題専
門家会議 6 4

10 8

拡散に対する安全保
障構想（ＰＳＩ）関係経
費

8 3

化学兵器禁止条約査
察関係経費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

軍縮・不拡散調査研究
等経費 11 10

単位当たり
コスト

１．軍縮・不拡散調査研究等経費：①国連軍縮
フェローシップ参加者本邦招へい；１８３，６９５円
/人
２．軍備管理・軍縮問題専門家会議開催：
３．化学兵器禁止条約査察関係経費：①中国遺
棄化学兵器査察；２６３，８８７円/回，②国内施
設査察；６，８６０円/回
４．国連総会関係経費：１，３００，５７９円/人
５．軍縮教育普及のための経費：「日本の軍縮・
不拡散外交第５版（英語版）」発行；２，９９３円/
冊
６．国際連合等への協力費：４３，１５０円/人

７．ワッセナー・アレンジメント関係経費：５３２，２
００円/回
８.　拡散に対する安全保障構想（PSI）関係経費：
863，470円（円／回）
９．原子力・不拡散関連技術分析経費：１０，６０
０円/週
１０．原子力供給国グループ（ＮＳＧ）関係経費：
約１，0２０円/回
１１．地域不拡散強化協力経費：①アジア不拡散
協議；４０８，１８５円/人，②アジア輸出管理セミ
ナー；１５１，３７３円/人

算出根拠

１．国連軍縮フェローシップ本邦招待経費（4,776,076円）/招待者数（26
名）
２．会議延期のため実績なし
３．①中国遺棄化学兵器査察経費（1,847,210円）/査察回数（7回）
　　②国内施設査察同行経費（6,860円）/査察回数（1回）
４．国連総会第一委員会出張経費（5,202,319円）/出張人数（4名）
５．「日本の軍縮・不拡散外交第５版（英語版）」発行経費（2,993,733
円）/作成冊数（1,000冊）
６．国連軍縮会議経費（129,450円）/出張人数（3名）
７．平成２３年度の旅費執行額（２６６万１千円）を出張回数で（５回）で
割ったもの。
８．平成２３年度における旅費（外国）執行額（1,726,940円）を，会合の
回数（２回）で割ったもの。
９．月４週として，週１日勤務で算出。
１０．平成２３年度の執行額（２０万４千円）をＮＩＳＳ使用頻度（２００回）
で割ったもの。
１１．①アジア不拡散協議（3,265,482円/招へい者数（8人））（会議費用
含む）。②アジア輸出管理セミナー（1,210,988円/招へい者数（8人））
（経済産業省）と共催，会議費用含まず）

・
2
5
年
度
予
算
内
訳

単
位
：
百
万
円

）

計
62 53

 

国際連合等への協力
費

0.8 0.8

原子力供給国グルー
プ（ＮＳＧ）関係経費

0.4 0.4

軍縮教育普及のため
の経費 5 6

原子力・不拡散関連技
術分析経費 3 3

ワッセナー・アレンジメ
ント関係経費 6 6

国連総会関係経費
5 5



点
検
結
果

予算規模が縮小する中で，ＡＳＴＯＰ等のセミナーの開催，ＷＡ総会への参加を通じた議論への貢献，軍縮・不拡散分野における調査研究や
有識者との意見交換，軍縮不拡散白書の発行，国連軍縮会議の開催を通じた市民社会の軍縮不拡散外交への理解の促進，軍縮・不拡散
教育での取組，国連など国際場裡における軍縮・不拡散の取組推進など幅広い事業・取組を行うなどの外交を創意工夫を伴う形で積極的に
展開している。

予算監視・効率化チームの所見

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

予算が減少する中で，事業実施の方法をより工夫しつ
つ，活動実績を可能な限り向上させるように継続的に努
めている。これまでの事業実施で築かれてきた人脈や信
頼関係の活用や他府省との役割分担を出来る限り行っ
ている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

必要に応じて一般競争入札などを行うなど，妥当な支出
先の選定や競争性を確保する努力を行っている。
また，使途を事業目的に即したものに限定することを徹
底している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算

の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 我が国は，唯一の戦争被爆国として核の惨禍を訴える
責務を課されている国として積極的に軍縮・不拡散を推
進する必要がある。また，これは，日本を取り巻く地域の
安全保障の安定にも資するものであり，国による効果的
な取組が必要。

○ 国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

268,269,276,280,286,287,299,303,305,318,
258,259,263,264,268,272,274,292,294,303,
297,

一
部
改
善

事業見直しによる減
単価見直しによる減

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

軍備管理・軍縮問題専門家会議に関し，有識者出席経費及び会場借料の経費負担の見直しを行ったことによる減。
化学兵器禁止条約査察関係経費に関し，同行回数の見直しを行ったことによる減。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 11 10

本邦招へい事業 6 6

調査研究 5 4

執行率（％） 90.0 90.0 88.3

執行額 16 12 11

計 18 13 12 11 10

繰越し等 － － － －

補正予算 － － － －

当初予算 18 13 12 11 10

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１　国際の平和と安定に対する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第２項，第３項

関係する計画、
通知等

－

個別事業名 軍縮・不拡散調査研究等経費 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和５７年度 担当課室 軍備管理軍縮課 吉田　謙介

(別紙）



軍縮政策実施体制確立
のための研究会等

研究報告書作成
郵送料

Ｆ．（株）フジランド Ｇ．都市センターホテル Ｈ．広島市文化交流会館

軍縮政策実施体制確立の
ための委託研究調査 国連軍縮ﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ計画

Ｃ．講師、委員、原稿料
謝礼10名

Ｄ．（株）エイチ・エス写
真技術

Ｅ．（株）郵便事業

0.8百万円 0.03百万円 0.01百万円

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

外務省

11百万円

軍縮・不拡散調査研究等

【公募】 【一般競争入札】

A．（財）日本国際問題
研究所（軍縮・不拡散促

進センター）

B．（社）国際交流サービス
協会

6百万円 5百万円

個別事業名：軍縮・不拡散調査研究等経費

0.4百万円 １百万円 0.5百万円

レセプション開催 宿泊・食事 宿泊・食事

Ｆ．（株）フジランド Ｇ．都市センターホテル Ｈ．広島市文化交流会館て補足する)
(単位:百万円)



計 4 計 0

宿泊費 ホテル宿泊代、食費 2

旅費 鉄道賃、航空賃、車両借上費 2

B.（社）国際交流サービス協会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 0

その他 企画・運営費 1

人件費 研究員及び研究補助員 5

個別事業名：軍縮・不拡散調査研究等経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され

A.（財）日本国際問題研究所 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 0金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ

Ｃ

6 委員Ｆ 〃 0.02 －

5 委員Ｅ 〃 0.02 －

4 委員Ｄ 〃 0.1 －

3 委員Ｃ 〃 0.1 －

2 委員Ｂ 〃 0.1 －

1
委員Ａ

講師・委員・原稿 0.1 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1
（社）国際交流サービス協
会 国連軍縮フェローシップ参加者本邦招待事業 5 3 66.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1
日本国際問題研究所（軍
縮・不拡散促進センター） 調査研究 6 公募 －

個別事業名：軍縮・不拡散調査研究等経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｄ

Ｅ

Ｆ

3

2

1
（株）フジランド

レセプション経費 0.4 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1
（株）郵政事業

郵送 0.01 1 100

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1
エイチ・エス写真技術
（株） 研究報告書作成 0.03 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 委員Ｊ 〃 0.02 －

9 委員Ｉ 〃 0.02 －

8 委員Ｈ 〃 0.02 －

7 委員Ｇ 〃 0.02 －



Ｇ

Ｈ

3

2

1
広島市文化交流会館

宿泊・食事 0.5 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1
都市センターホテル

宿泊・食事 1 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 10 8

5 5

会議費 - 0.03

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

専門家同行旅費 5 3

職員旅費

執行率（％） 36.6 77.3 71.2

3 8 12 10 8

執行額 1 6 8

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 8 12 10 8

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第３項

関係する計画、
通知等

ー

実施方法 ■直接実施　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成７年度開始 担当課室 生物・化学兵器禁止条約室 室長　今給黎　学

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 化学兵器禁止条約査察関係経費 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者



【一般競争入札】

A．出張者７名 Ｂ．(株）三菱総合研究所

4百万円 ４百万円

ＯＰＣＷ査察出張 ＯＰＣＷ査察同行

個別事業名：化学兵器禁止条約査察関係経費

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ

外務省

８百万円

ＯＰＣＷ査察関係

【旅費】

り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)



外部委託
（株）三菱総合研究所
（OPCW査察専門家同行経費）

4

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

0

個別事業名：化学兵器禁止条約査察関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 0

クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト

A.

Ｂ

6

5

4

3

2

1 (株)三菱総合研究所 中国遺棄化学兵器査察専門家同行 4 1 98.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7 出張者Ｇ 〃 0.2 －

6 出張者Ｆ 〃 0.3 －

5 出張者Ｅ 〃 0.3 －

4 出張者Ｄ 〃 0.4 －

3 出張者Ｃ 〃 0.5 －

2 出張者Ｂ 〃 0.8 －

1 出張者Ａ 中国遺棄化学兵器査察同行 0.9 －

個別事業名：化学兵器禁止条約査察関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 8 3

会議開催委託費 5 -

職員旅費 2 3

執行率（％） 51.3% 71.1% 20.0%

7 10 10 8 3

執行額 4 7 2

繰越し等 ー ー ー ー

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 7 10 10 8 3

補正予算 ー

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１号イ，２，３号

関係する計画、
通知等

ー

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１６年度 担当課室 不拡散・科学原子力課 課長　實生　泰介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）関係経費 担当部局庁 軍縮不拡散･科学部 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を

※平成23年度実績を記入

個別事業名： 拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）関係経費

外務省

２百万円

国際会議参加出張旅費

Ａ．出張者３名

２百万円

会議開催経費

外務省

０．０５百万円

外務省

０．１百万円

会議及び連絡旅費

Ｂ．出張者２名

０．１百万円

国際会議参加 会議参加

取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

２百万円

国際会議参加出張旅費

Ａ．出張者３名

２百万円

Ｃ．道南バス 株式会社

０．０５百万円

会議開催経費

外務省

０．０５百万円

外務省

０．１百万円

会議及び連絡旅費

Ｂ．出張者２名

０．１百万円

【随意契約】

会議参加者用バス借り上げ

国際会議参加 会議参加



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

7

6

5

4

3

2 個人Ｂ 会議参加 0.1 ー

1 個人Ａ 会議参加 0.1 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3 個人Ｃ 国際会議参加 0.3 ー

2 個人Ｂ 国際会議参加 0.5 ー

1 個人Ａ 国際会議参加 0.9 ー

拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 道南バス（株） 会議参加者用バス借り上げ 0.05 随意契約 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 7 7

国際会議開催等関係謝金 0.02 0.02

会議費（参加費） 0.02 0.02

職員旅費 0.9 0.9

会議費等 0.5 0.5

アジア不拡散協議招へい費 3 3

アジア輸出管理セミナー招へい費
3 3

執行率（％） 45.5% 45.4% 49.2%

9 9 8 7 7

執行額 4 4 4

繰越し等 ー ー ー ー

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 9 9 8 7 7

補正予算 ー

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１号イ，２，３号

関係する計画、
通知等

ー

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成６年度 担当課室 不拡散・科学原子力課 課長　實生　泰介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 地域不拡散強化協力経費 担当部局庁 軍縮不拡散･科学部 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け

個別事業名： 地域不拡散強化協力経費

外務省

３百万円

アジア不拡散協議

国際会議開催経費

国際会議に関する業務委託

Ａ.（株） エモック・エンタープライズ

０．８百万円

【一般競争入札】

各出席者航空運賃

Ｄ.各国エージェント（８社）

２百万円

【招へい費海外送金】

招へい者宿泊費

Ｂ.（株）グランドプリンスホテ

ル高輪

０．１百万円

ワーキングランチ及びコー

ヒーブレイク費用

Ｃ.（株）マックスパート

０．３百万円

外務省

１百万円

アジア輸出管理セミナー

国際会議開催経費

各出席者航空運賃

Ｇ.各国エージェント（８社）

０．７百万円

【招へい費海外送金】

国際会議に関する業務委託

Ｅ.トップツアー（株）

０．５百万円

【競争性のある随意契約】

Ｆ.（株）品川プリンスホテル

０．４百万円

（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

３百万円

アジア不拡散協議

国際会議開催経費

国際会議に関する業務委託

Ａ.（株） エモック・エンタープライズ

０．８百万円

【一般競争入札】

各出席者航空運賃

Ｄ.各国エージェント（８社）

２百万円

【招へい費海外送金】

招へい者宿泊費

Ｂ.（株）グランドプリンスホテ

ル高輪

０．１百万円

ワーキングランチ及びコー

ヒーブレイク費用

Ｃ.（株）マックスパート

０．３百万円

外務省

１百万円

アジア輸出管理セミナー

国際会議開催経費

各出席者航空運賃

Ｇ.各国エージェント（８社）

０．７百万円

【招へい費海外送金】

国際会議に関する業務委託

Ｅ.トップツアー（株）

０．５百万円

【競争性のある随意契約】

招へい者宿泊費用

Ｆ.（株）品川プリンスホテル

０．４百万円

外務省

０．１百万円

国際会議参加出張旅費

Ｉ.出張者（１名）
出張者A：０．１百万円

国際会議出席

レセプション参加費用

Ｈ.（株）品川プリンスホテル

０．２百万円

【競争性のない随意契約】



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 地域不拡散強化協力経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）グランドプリンスホテル高輪 招へい者宿泊 0.1 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）エモック・エンタープライズ 国際会議開催に関する業務委託 0.8 3 84%

地域不拡散強化協力経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）マックスパート ワーキングランチ及びコーヒーブレイク 0.3 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 6 4

人件費 0.3 0.3

招へい費 3 3

会議費 2 0.6

執行率（％） 77.4 4.9 0

20 13 7 6 4

執行額 16 0.6 0

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 20 13 7 6 4

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第３項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成５年度 担当課室 軍備管理軍縮課 課長　吉田　謙介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 軍備管理・軍縮問題専門家会議 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け

個別事業名： 軍備管理・軍縮問題専門家会議開催

（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 軍備管理・軍縮問題専門家会議開催

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

A.

B.

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

軍備管理・軍縮問題専門家会議開催

支出先上位１０者リスト

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 6 6

データ通信料 0.2 0.2

保守関係経費 0.05 0.03

職員旅費 6 5

機器借料 0.3 0.2

執行率（％） 56.3% 92.3% 45.9%

6 6 6 6 6

執行額 3 6 3

繰越し等 ー ー ー ー

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 6 6 6 6 6

補正予算 ー

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１号イ及びロ，２，３号

関係する計画、
通知等

ー

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成３年度 担当課室 不拡散・科学原子力課 課長　實生　泰介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 ワッセナー･アレンジメント関係経費 担当部局庁 軍縮不拡散･科学部 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け

※平成23年度実績を記入

個別事業名： ワッセナー・アレンジメント関係経費

外務省

３百万円

Ｂ.（株）富士通

マーケティング

０．０５百万円

Ｃ.東日本電信電話（株）コ

ンシューマ事業推進本部

０．１百万円

Ｄ.（株） ＮＴＴ

コミュニケーションズ

０．１百万円

コンピューターシス

テム借料

インターネット接続

料
プロバイダー使用料

Ａ.出張者（５名）

３百万円

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】

国際会議参加出張旅費

外務省

０．２百万円

国際会議参加

ＷＡＩＳ利用経費

（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

３百万円

Ｂ.（株）富士通

マーケティング

０．０５百万円

Ｃ.東日本電信電話（株）コ

ンシューマ事業推進本部

０．１百万円

Ｄ.（株） ＮＴＴ

コミュニケーションズ

０．１百万円

コンピューターシス

テム借料

インターネット接続

料
プロバイダー使用料

Ａ.出張者（５名）

３百万円

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】

国際会議参加出張旅費

外務省

０．２百万円

国際会議参加

ＷＡＩＳ利用経費



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： ワッセナー・アレンジメント関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）富士通マーケティング コンピューターシステム借料 0.05 随意契約 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5 個人Ｅ 国際会議参加 0.3 ー

4 個人Ｄ 国際会議参加 0.4 ー

3 個人Ｃ 国際会議参加 0.4 ー

2 個人Ｂ 国際会議参加 0.7 ー

1 個人Ａ 国際会議参加 0.7 ー

ワッセナー・アレンジメント関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
東日本電信電話（株）コン
シューマ事業推進本部

インターネット接続料 0.1 随意契約 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算

0.2 0.2
人件費

25年度要求

職員旅費
5 5

執行率（％） 98.9 111.1 95.9

6 6 6 5 5

執行額 6 6 5

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 6 6 6 5 5

補正予算 －
予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第３項

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成２０年度 担当課室 軍備管理軍縮課 課長　吉田　謙介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 国連総会関係経費 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者

計 5 5

訳



　

国連総会第一委員会出
席

国連総会第一委員会臨時職
員雇上

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ

外務省

5百万円

国連総会第一委員会関
係

【外国送金】 【外国送金】

A．出張者 B．臨時職員1名

5百万円(5名) 0.2百万円

個別事業名：国連総会関係経費

り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)



計 計

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計

出張旅費 出張者Ｂ 1

使　途
金　額

(百万円）

出張旅費 出張者Ａ 2

個別事業名：国連総会関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され

A.出張者 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 計

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ

8

7

6

5

4

3

2

1 臨時職員 国連総会第一委員会臨時職員雇用 0.2 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5 出張者Ｅ 〃 1 －

4 出張者Ｄ 〃 1 －

3 出張者Ｃ 〃 1 －

2 出張者Ｂ 〃 1 －

1 出張者Ａ 国連総会第一委員会出席 2 －

個別事業名：国連総会関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



計 5 6

2 2

職員旅費 0.2 0.1

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

広報資料作成経費 3 4

文化人等派遣旅費

執行率（％） 46.8 90.2 63.1

4 3 5 5 6

執行額 2 2 3

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 4 3 5 5 6

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第２項

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成１６年度開始 担当課室 軍備管理軍縮課 課長　吉田　謙介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 軍縮教育普及のための経費 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者



0.3百万円 1百万円 ０．８百万円 1百万円

平和記念式典出席

「日本の軍縮・不拡散外交
（第５版）」の作成（英訳）

「日本の軍縮・不拡散外交（第
５版）」の作成（日本語版増刷）

「日本の軍縮・不拡散外交
（第５版）」の作成（英語版印
刷製本）

【一般競争入札】 【随意契約】 【随意契約】

Ａ．出張者３名
B．（株）コンベンションリン

ケージ
Ｃ．開成印刷（株） Ｄ．（株）ディグ

個別事業名：軍縮教育普及のための経費

資金の流れ

外務省

３百万円

軍縮教育普及

【旅費】

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)



Ｂ． F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

個別事業名：軍縮教育普及のための経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

印刷製本 印刷製本経費 1

D.（株）ティグ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.0 計 0

C． G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

（株）ディグ 「日本の軍縮・不拡散外交（第5版）」の英語版印刷製本 1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

開成印刷（（株） 「日本の軍縮・不拡散外交（第5版）」の日本語版増刷 0.8 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

（株）コンベンションリン
ケージ

「日本の軍縮・不拡散外交（第5版）」の英語版英訳 1 3 25.1%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3 出張者Ｃ 出張旅費 0.1 －

2 出張者Ｂ 出張旅費 0.1 －

1 出張者Ａ 出張旅費 0.1 －

個別事業名：軍縮教育普及のための経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 3 3

人件費 1 1

文化人等派遣旅費 1 1

執行率（％） ー 0 21.2%

ー 2 2 3 3

執行額 ー 0 0.5

繰越し等 ー ー ー ー

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 ー 2 2 3 3

補正予算 ー

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項イ，２，３号

関係する計画、
通知等

ー

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度 担当課室 不拡散・科学原子力課 課長　實生　泰介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 原子力・不拡散関連技術分析経費 担当部局庁 軍縮不拡散･科学部 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

※平成23年度実績を記入

個別事業名： 原子力・不拡散関連技術分析経費

Ａ.個人（１名）

０．５百万円

不拡散情報分析員採用経費

外務省

０．５百万円

【 公募 】

核問題等についての情報分析

について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 原子力・不拡散関連技術分析経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 個人Ａ 核問題等についての情報分析 0.5 公募 ー

原子力・不拡散関連技術分析経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



計 0.8 0.8

0.2 0.2

委員等旅費 0.1 0.1

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

会議費等 0.5 0.5

職員旅費

執行率（％） 72.2 76.4 56.0

1 1 1 0.8 0.8

執行額 0.7 0.8 0.6

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1 1 1 0.8 0.8

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第３項

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 担当課室 軍備管理軍縮課 課長　吉田　謙介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 国際連合等への協力費 担当部局庁 軍縮不拡散・科学部 作成責任者



0.4百万円 0.04百万円 0.05百万円 0.1百万円

国連軍縮会議レセプ
ションの開催経費

軍縮関係執務用書籍購
入

国連軍縮会議出席 国連軍縮会議出席

【随意契約】

A．（株）ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ B．紀伊国屋書店 C．委員等旅費 D．出張者（3名）

個別事業名：国際連合等への協力費

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

外務省

0.6百万円

国連軍縮会議等関係経費

【随意契約】

注：レセプションを含む会

議開催経費全体の節減を

図るため、他の経費ととも

にICSに一括委託したもの

（新潟市が入札実施）

(単位:百万円)



B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

個別事業名：国際連合等への協力費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B

Ｃ

Ｄ

3 出張者Ｃ ＣＴＢＴ主要地震観測所視察 0.02 －

2 出張者Ｂ 〃 0.03 －

1 出張者Ａ 国連軍縮会議出席 0.05 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1 出張者Ａ 国連軍縮会議出席，国連軍縮会議候補地視察 0.05 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1
（株）紀伊国屋書店

図書購入経費 0.04 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1
（株）ＩＣＳコンベンションデ
ザイン レセプション開催経費 0.4 －

個別事業名：国際連合等への協力費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

計 0.4 0.4

保守関係経費 0.03 0.03

データ通信料 0.2 0.2

機器借料 0.2 0.2

執行率（％） 83.0% 64.5% 54.5%

3 2 0.4 0.4 0.4

執行額 2 2 0.2

繰越し等 ー ー ー ー

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 2 0.4 0.4 0.4

補正予算 ー

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１号イ及びロ，２，３号

関係する計画、
通知等

ー

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１２年度 担当課室 不拡散・科学原子力課 課長　實生　泰介

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ-１　国際の平和と安定に対する取組

(別紙）

個別事業名 原子力供給国グループ（ＮＳＧ）関係経費 担当部局庁 軍縮不拡散･科学部 作成責任者



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

※平成23年度実績を記入

個別事業名： 原子力供給国グループ（ＮＳＧ）関係経費

Ａ．（株）富士通

マーケティング

０．０５百万円

Ｂ．東日本電信電話（株）

コンシューマ事業推進本

部

０．１百万円

Ｃ．（株） ＮＴＴ

コミュニケーションズ

０．１百万円

コンピューターシス

テム借料

インターネット接続

料 プロバイダー使用料

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】

外務省

０．２百万円

NSG情報共有システム利用経費

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 原子力供給国グループ（ＮＳＧ）関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

7

6

5

4

3

2

1
東日本電信電話（株）コン
シューマ事業推進本部

インターネット接続料 0.1 随意契約 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）富士通マーケティング コンピューターシステム借料 0.05 随意契約 ー

原子力供給国グループ（ＮＳＧ）関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）NTTコミュケーションズ プロバイダー使用料 0.1 随意契約 ー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8


